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第２１回黒部川土砂管理協議会

資料－４

関係団体の意見と対応

【平成１８年度連携排砂及び連携通砂の実施結果について】

関 係 団 体 名 関 係 団 体 の 意 見 対 応 状 況

海面漁業関係団体 ① 連携排砂でダムから流出した土 ① 土砂収支について一定の精度を持ったシ
砂量や海に流入した土砂量及び拡 ミュレーションを行うにあたっては、シミ
散状況の把握に今後も努めて欲し ュレーションの入力条件及びシミュレーシ
い。また、水深の深い地点の調査 ョン結果と排砂中及び洪水中の土砂モニタ
(底質も含む）についても継続し リングによる実測値との検証が重要である
て実施して欲しい。 が、現在の技術では洪水時の観測が困難な

状況にある。
このように土砂動態の測定技術の飛躍的

な向上は難しいものではあるが、土砂動態
の把握のため、平成 年以降、排砂期間前16
の 月にダム貯水池測量を新たに実施して5
おり、本年度からは、新たに連携排砂実施
期間終了後の 月に貯水池測量を実施して9
いる。

この他、出洪水時、排砂・通砂時の流砂
量観測や、黒部川河口より海へと流出した
土砂量および土砂の質、海での拡散状況を
把握するため、排砂・通砂実施時のヘリに
よる空撮、海域での採水調査等を実施し、
土砂動態の把握精度の向上に努めていると
ころである。

また、底質調査については、来年度も継
続して調査を行う予定にしている。
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【平成１８年度連携排砂及び連携通砂の実施結果について】

関 係 団 体 名 関 係 団 体 の 意 見 対 応 状 況

海面漁業関係団体 ② 今後の宇奈月ダムの堆砂形状を ② 試験通砂については、通砂基準を引き下
踏まえ、漁場環境や漁業へ影響が て通砂を実施することにより、翌年の目標
より少ない排砂方法を検討してほ 排砂量を低減させ、下流河川及び海域への
しい。具体的には、昨年に引き続 環境負荷を軽減出来ないものかを検討する
き試験通砂を実施し、その検証結 ために、今年度から連携排砂計画に組み入
果を踏まえ、通砂基準の引き下げ れ、 月 日から 日にかけて 回実施7 13 15 1
による複数回排砂の検討をお願い している。
したい。 来年度についても引き続き試験通砂を実

施し、その効果について検証したいと考え
ており、その結果を見ながら、ダムの機能
維持や排砂による下流河川及び海域の環境
への影響の最小化を視野に入れた連携排砂
及び連携通砂の方法について、検討して参
りたい。

③ 猫又付近の土砂堆積対策につい ③ 出し平ダム貯水池上流の猫又地点にある
ては、土砂搬出の具体的方策を検 発電所放水口が出洪水により、土砂で埋ま
討して欲しい。 るため、発電機能の維持のため機械掘削を

行っている。
この堆積土砂の処理については、より環

境への影響を小さくすることができるよう
な方法を今後検討して行きたい。
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【平成１８年度連携排砂及び連携通砂の実施結果について】

関 係 団 体 名 関 係 団 体 の 意 見 対 応 状 況

内水面漁業関係団体 ① 第 回黒部川排砂評価委員会 ① これまでも排砂中及び通砂中に、都合が26
において、 年度の排砂・通砂 つく委員には、現地にお越しいただき排砂18
に関しては 一時的な環境の変化 及び通砂の状況を見ていただいているとこ「 」
しかないとの評価であった。 ろである。さらに、ビデオ、写真撮影を行

しかしながら、委員の中には排 い、排砂中及び通砂中に、現地にお越しい
砂・通砂時に現地を見ていない委 ただけなかった委員へ説明を行っている。
員が多数いる。現地を見ていない また、排砂中とは別に現地視察会を開催
のに排砂・通砂に関する評価する するなど、委員の方々には、現地の状況を
委員を排除し、来年度の排砂・通 見ていただいているところである。
砂時には委員全員が現地を見るよ 排砂は自然現象である出洪水の発生に合
う手配すること。 わせて行うため、予め決まった日時で実施

できるものではなく、委員の予定や都合を
勘案すると委員全員が現地に集まることは
困難な面があるが、できる限り現地踏査を
していただくようにお願いしたい。

② 排砂による環境への影響を小さくするた
② 一時的にあったとされる環境へ め、土砂の変質を防止し、できるだけ自然

の影響として、魚族への影響があ の土砂流下に近い形で排砂を行うことが必
る。 要であり、仮に一年間排砂を見送るとする

内水面漁協としては魚族の生息 と次年度には、より多量の土砂の排砂が必
調査結果からみても排砂・通砂が 要となり、下流への環境上の影響が大きく
魚族に与える影響は非常に大きい なることから、毎年排砂を確実に実施する
と考えている。 ことが重要と考えている。

そこで、 年度は一年間排砂 今後とも関係団体、関係機関の理解を得19
を見送り、代替措置として土砂変 ながら、排砂を実施して参りたい。
質抑制策を実施することにより、 なお、来年度は魚族、特にアユの生態へ
魚族の生息調査をすれば黒部川内 の影響調査を排砂・通砂時に実施すること
水面漁業協同組合の主張が正しい となっているため、ご指導・ご協力をお願
ことを立証できると確信してい いしたい。
る。
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【平成１８年度連携排砂及び連携通砂の実施結果について】

関 係 団 体 名 関 係 団 体 の 意 見 対 応 状 況

内水面漁業関係団体 ③ 評価委員会において評価されて ③ 第 回黒部川ダム排砂評価委員会におい26
いる各種環境指標の内には、実際 て 「環境調査については、調査の種類や、
の環境を評価するうえで不必要な 項目を取捨選択するなど、十分に吟味し、
指標が多数含まれており、不必要 重点的、効果的かつ効率的な調査を実施す
な調査項目のために環境への影響 ること」との評価を頂いている。
が分かりにくくなっていると考え このような評価を踏まえ、関係機関、関
られる。 係団体の意見も参考にしつつ、次年度の環

そこで、環境への影響を真に明 境調査計画について検討して参りたい。
らかにできる調査項目とするよう
見直しを行うこと。

④ 「排砂ありき」の考えでの評価 ④ 連携排砂実施機関としては、地域の意見
に対し、我々は 名以上の排 を聴取する場として 「黒部川土砂管理協8,000 、
砂の中止を求める署名を集めた。 議会」において流域住民代表として市町長

評価委員会と各種団体、黒部川 にご参加いただいているほか、ホームペー
流域住民代表等との公開討論会の ジ、投書、直接お越し頂くなど、また、勉
開催を要望する。 強会・説明会等の要望があればそれに応じ

るなど、様々な形で意見を伺う場を設けて
いる。

一方、黒部川ダム排砂評価委員会につい
ては、水産学、環境、地質学、河川工学等
の様々な分野の学識経験者より構成してお
り、連携排砂・連携通砂に関して、科学的
・客観的な評価を頂く場として設置してい
る。

このように、今後とも、地域の皆様や学
識経験者のご意見を伺いながら、下流の河
川環境へ与える影響を軽減できるよう、排
砂方法の改善に努めて参りたい。
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【平成１８年度連携排砂及び連携通砂の実施結果について】

関 係 団 体 名 関 係 団 体 の 意 見 対 応 状 況

農業関係団体 ① 平成 年度は平成 年度と同 ① 通砂は排砂後の一定規模以上の出洪水発18 17
様、排砂・通砂が連続して実施さ 生時に出洪水に伴い流入する土砂を貯水池
れ、長時間にわたって、合口用水 内に貯めないで通過させるものであり、翌
の取水が停止し、組合員から大き 年度に行う排砂時の排砂量を減らし、環境
な批判があった。 に与える影響を低減させるとの観点から必

月から 月は灌漑期で、農業 要なものと考えている。4 9
にとって最も水の必要な期間であ また、本年度長期にわたり取水停止とな
るため、連続する排砂・通砂の実 った第 回及び第 回連携通砂実施時につ1 2
施について再検討していただくと いては、梅雨前線の活動の活発化により愛

400m3/sともに、取水停止時間の短縮に向 本合口堰堤での流入量が断続的に
けたいっそうの努力をして欲し 前後の状態となったために取水停止となっ
い。 ている時間帯もあり、通砂作業による影響

がすべてではないことをご理解頂きたい。

② 連携排砂・通砂については、下 ② これまでも農業用水の取水停止時間を出
流域の天候等を十分に考慮し、そ 来るだけ短くするために、平成 年度より15
の時の状況に合わせて臨機に対応 排砂実施期間中の 月 日から 月 日の6 1 6 20
していただけるよう、関係箇所と 宇奈月ダム運用水位を低めに抑え、一連の
協議してほしい。 排砂作業に係る時間を短縮し、用水の取水

停止時間を短縮する対策を講じてきた。
また、平成 年度からは、黒部川沿岸土17

地改良区連合と調整し、特に長時間の断水
が水稲の生育に影響を及ぼすと考えられる
月 日から 日の期間に排砂を実施す7 15 31

る場合は、夜間においても河川の濁り状況
で取水再開を判断できる様に基準を設け、
取水停止時間の短縮を図ること等を実施し
ている。今後とも、取水停止時間の短縮に
向けた検討をして参りたい。
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【平成１８年度連携排砂及び連携通砂の実施結果について】

関 係 団 体 名 関 係 団 体 の 意 見 対 応 状 況

、 、農業関係団体 ③ 農業関係者の中には排砂・通砂 ③ これまでも排砂期間前 連携排砂実施中
に対する認識が少ない方々がいる 排砂評価委員会および土砂管理協議会開催
ことから、排砂・通砂実施時の住 時等機会あるごとに新聞折り込みや記者発
民に対する周知を強化してほし 表、事務所ホームページへの掲載等により
い。 広報に努めてきたところである。

また、平成 年度からは、連携排砂実施17
中に、みらーれテレビ行政チャンネル（入
善町、朝日町）上にテロップで愛本合口堰
堤の取水状況について広報している。

今後とも、連携排砂、通砂や取水停止期
間の考え方等についてご理解いただけるよ
う関係機関等とも相談しながら、より効果
的な広報の実施に努めて参りたい。


